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意見書の提出について 

 

２０２５年度の生活保護基準引き上げを求める意見書（案） 

を議会の議決をもって、それぞれあて先に提出されたく提案します。 



（意見書案第 １１ 号） 

 

２０２５年度の生活保護基準引き上げを求める意見書（案） 

 

 政府は２０２２年、生活保護基準の見直しの方針を示した。ほとんどの生活

保護世帯において引き下げとなる方針である。物価高騰等を考慮して、２０２

３年度・２０２４年度は特例的に引き下げを見送ったが、２０２５年度につい

ては予算編成過程で改めて検討するとしている。財務省が引き下げを求めてい

るとも報じられている。 

 しかし２０２２年に示した引き下げ方針は、物価高騰以前の２０１９年の消

費支出データで計算されたものである。記録的な物価高騰の起こっている今、

それを無視した基準引き下げはあってはならない。 

 また、同方針は所得下位１０％の消費水準と生活保護基準を比較したもので

ある。生活保護の捕捉率が２割台とも言われる中で、生活保護水準以下の世帯

が多く含まれる層に合わせることは必ずしも適切とはいえない。 

 よって国におかれては、物価高騰や生活保護利用者の生活実態にふさわしく、

生活保護基準を引き上げられるよう強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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